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市内米軍施設に係る主な経過について 

－ 平成１９年８月以降の経過 － 

 

平成１９年 

 ８月10日  基地対策特別委員会 

 議題１ 池子住宅地区及び海軍補助施設(横浜市域)における住宅等建設について

 ８月10日  基地対策特別委員会視察（池子住宅地区及び海軍補助施設） 

 ８月16日  横浜防衛施設局長あて「池子住宅地区及び海軍補助施設の横浜市域における 

       住宅等建設について（要請）」を提出              資料１ 

 項目１ 緑地の保全、自然環境の保全   ２ 環境への配慮 

 項目３ 風致の維持と施設配置、建築物の高さ等の配慮 

 項目４ 工事中及び供用後の交通対策   ５ 施設供用後に向けた対応 

 項目６ 地域住民への説明        ７ 飛び地の返還 

 ８月22日  旧小柴貯油施設子ども見学会  

 ８月24日  基地対策特別委員会視察（市内米軍施設及び区域等、旧小柴貯油施設、富岡倉庫地区） 

 ８月31日  防衛施設庁が「平成２０年度予算概算要求について」を発表 

１ 「池子住宅地区及び海軍補助施設」の横浜市域における米軍家族住宅及びその

  支援施設の建設関係 

 ・ 環境影響評価に要する経費      約１億３７００万円（契約ベース）

２ 横浜市域に所在する６施設・区域の返還関係 

 ・ 根岸住宅地区及び上瀬谷通信施設の施設測量に要する経費 約１６００万円

 ・ 旧小柴貯油施設の提供水域内に所在する国有財産(送油管等)の撤去に要する経費

                            約２億９４００万円

 

 ９月１日  防衛施設庁が防衛省に統合、横浜防衛施設局が南関東防衛局に改編 

 ９月５日  神奈川県基地関係県市連絡協議会（県市協）が「平成１９年度基地交付金及 

       び調整交付金に関する要望書」を国に提出 

 



 

  

 

 ９月19日  市会本会議 一般質問 

 

 10月１日  基地対策特別委員会視察 （上瀬谷通信施設、深谷通信所） 

 10月５日  決算第一・決算第二特別委員会連合審査会 総合審査 

 10月５日  防衛省が本市等に「空母キティホーク艦載機の着陸訓練について」を通告 

 10月９日  県及び厚木基地周辺８市が「厚木基地における夜間連続離着陸訓練の中止等 

       について」を国及び米軍に要請 

 10月17日  決算第二特別委員会 都市経営局審査 

 10月22日  厚木基地騒音対策協議会（厚協）が「厚木基地における米空母艦載機の夜間 

       連続離着陸訓練による航空機騒音の解消等に関する要請書」を国等に提出 

 

※ 跡地利用に向けた現在の取組状況について    資料２   

 



 

都 経 基 第 2 0 9 号 

平成１９年８月 16 日 

 

横浜防衛施設局長 髙見澤 將林 様 

横浜市長 中田 宏        

 

池子住宅地区及び海軍補助施設の横浜市域における住宅等建設について（要請） 

 

 時下ますます御清栄のこととお喜び申し上げます。 

 さて、標記につきましては、平成 19 年 6 月 13 日付け施横第 3276 号（ＹＣＰ）において

基本構想及び本市の要請（平成 18 年 10 月 2 日都経基第 249 号）に対する回答が示された

ところです。この中において、本市の要請に沿って前向きに取り組み、改善された部分に

ついては一定の評価をしておりますが、今後具体化していくとしている項目もあります。 

そこで、再度要請事項を整理しましたので、基本・実施設計の際に最大限尊重していた

だき、措置を講じていただきますようお願いいたします。なお、前回の本市の要請（平成

18 年 10 月 2 日都経基第 249 号）についても、引き続き尊重していただき、具体化される

よう要請します。 

 また、平成 16 年 10 月に日米政府間で合意した、市内５施設・区域の返還等について遵

守するよう要請します。施設・区域の返還については、旧小柴貯油施設の返還が平成 17

年 12 月に実現されましたが、富岡倉庫地区や深谷通信所など残りの施設については、依然

として返還されておりません。これらの施設の早期返還実現に向け、米国との協議を進め

るとともに、返還された旧小柴貯油施設の有効利用に向けた土壌調査の早期実施など、国

として一層の御尽力を賜りますよう併せて要請します。 

 

要請事項 

 

１ 緑地の保全、自然環境の保全 

  非改変地の緑地や、改変地において施された緑化が、将来にわたり保全されることを

担保するための具体的方策を講ずること。なお、改変地の緑化に当たっては、連続的な

緑地復元や現存樹木の移植による活用など計画地の現在の植物相を踏まえた植栽に努め、

できる限り緑化を行うこと。 

 

２ 環境への配慮 

環境に配慮した具体的な方策は、環境影響評価手続において策定するとされているが、

環境影響評価の検討や基本・実施設計に当たっては、横浜市環境管理計画環境配慮指針

を踏まえ、環境へ配慮した計画となるよう努めること。 

資 料 １



 

 

３ 風致の維持と施設配置、建築物の高さ等の配慮 

  高層棟の高さについては、景観に配慮し、基本・実施設計においても、引き続き造成

地盤高や建物構造等について検討し、更なる高さの低減に努めること。また、建築物の

デザインや外壁の色彩については、周辺との調和に配慮するとともに、建築物周囲の植

樹や屋上緑化等についても検討すること。 

 

４ 工事中及び供用後の交通対策 

 周辺交通環境等に配慮した方策については、環境影響評価手続の中で検討するとされ

ているが、周辺交通環境への負荷に対する具体的な検討結果についても明らかにするこ

と。また、周辺一般道への負荷を極力軽減するため、横浜逗子線の拡幅など具体的な代

替措置を講ずること。特に六浦駅前については、先の要請にあるとおり、十分な危険回

避措置を講ずること。 

 

５ 施設供用後に向けた対応 

  広域避難場所の機能維持について、米軍と調整の上、検討すること。 

 

６ 地域住民への説明 

  今後、基本・実施設計を進める中で、住宅等の工事概要、緑地・自然環境の保全策、

土砂等の搬出入量、工事関係車両の台数や動線、生活車両の想定台数や事業費等が明確

になった場合には、速やかに金沢区米軍施設建設・返還跡地利用対策協議会に対し、説

明を行い、その意見を尊重すること。また、周辺住民に対して適時、適切に情報の提供

を行い、その意見を尊重すること。 

 

７ 飛び地の返還 

  飛び地の早期返還に向け、米軍との協議を行うこと。 

また、飛び地は、住宅等の建設により影響を受ける周辺住民の利便性の向上・福祉増

進等や日米の交流に資する利用が図られるべきであり、国として施設整備を行うなど、

跡地利用の具体的方策について本市と協議すること。 

 



資  料  ２ 

 

跡地利用に向けた現在の取組状況について 
 

 返還方針が合意されている施設をはじめとする市内米軍施設及び区域については、様々な機会を通じて、国に対して着実かつ早期の返還を要請しています。また、跡地利用の推進に当たっては、関係省庁の連携

協力が必要であり、国有地の無償利用や公園緑地等の整備費助成など優遇措置の拡充並びに国事業の実施等を要請しています。 

 国は、平成18年度国土施策創発調査として、市内米軍施設をモデル地区に「首都圏郊外の新しい環境空間の創造方策と管理に関する検討調査」を実施し、報告書が国土交通省のホームページに掲載されました。 

跡地利用については、本市経営責任職で構成する「横浜市返還施設跡地利用プロジェクト」において検討を進め、具体化に向けた取り組みを次のとおり進めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

取組状況 

１ 旧小柴貯油施設 

○現地の動植物類の生息状況や水路の流量の調査、基本計画の検

討など、都市公園（開港150周年の森）の実現に向けた基礎的

な調査を進めています。 

 

○本年８月の横浜防衛施設局長への要請時など、様々な機会を通

じて国に対し土壌調査の早期実施を働きかけてきました。 

現在、防衛省は、土壌調査（資料等調査）の入札手続を進めて

おります。 

 

○防衛省が平成１７年度より進めてきた、がけ地の防災工事（の

り面保護）が１１月末に完了予定です。 

 

○本年８月に小中学生を対象とした子ども見学会を実施し、保護

者の方を含め３８名の方々に参加いただきました。 

 

２ その他の返還方針合意施設 

○返還方針が合意されている施設について、跡地利用の具体化に

向けた調査・検討を進めています。また、国に対しては国土施

策創発調査を踏まえた跡地利用の推進に繋がる検討を働きかけ

ています。 

 

○上瀬谷通信施設においては、環状４号線の共同使用に向けて、

国や米軍と調整を進めています。 

 

○深谷通信所については、開港150周年を記念して跡地利用に関

するアイデアを広く募集するため、提案公募事業の実施に向け

た調査（ねらい、募集するアイデアや実施体制等の検討）を進

めています。 

鶴見貯油施設 

富岡倉庫地区   ３ha 
 国有(１００％)  ３ha 

根岸住宅地区  ４３ha 
 国有(６４％) ２７ha 

旧小柴貯油施設  ５３ha 
 国有(９７％)  ５１ha 

深谷通信所  ７７ha 
 国有(１００％) ７７ha 

上瀬谷通信施設 ２４２ha 
 国有(４５％) １１０ha 

全部返還

１７年１２月 返還 

全部返還 

全部返還 

小柴水域 

池子住宅地区及び海軍

補助施設（横浜市域） 

住宅等の建設 

一部返還(１ha) 

瑞穂ふ頭/ 

横浜ノース・ドック 

全部返還 

  内は日米合意内容 

図１ 横浜市内米軍施設・区域 図２ 旧小柴貯油施設現況図 
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